






























































































































































































































































利潤の分配 労働を主，株を従 株 メンバー 貢献度
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































干渉が少ないこと 1５ ５ 
企業の利益の保護 1５ ２ 
インフラの提供 1２ ４ 
市場秩序の維持 ６ ２ 
事務処理の迅速さ ５ ２ 
経営上の問題の解決 ４ ３ 
市場情報の提供 ３ ３ 
その他 １ 
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これら既存研究によれば，合股企業とは「２人，２戸，乃至２人，２戸
以上の家庭を単位とし，営利を目的とした，共同企業」であり，こうした
企業が生成する背景には，「家族企業を単位としては，経営規模を拡大す
るにあたり，資金調達，販路拡大，情報収集，技術導入にあたり，限界が
あるため」であり，企業設立にあたっては，「親戚，友人を基礎，中核と
する，「股」という単位が，参加者の権利，義務の量を決定する」方式が
用いられている。
郷鎮企業の発展要因を分析するうえで，合股に示される歴史的な企業組
織の持つダイナミズムの復活という連続的な観点の重要性を明らかにした
のが浜下武志1990である（同著，「結び現代中国と近代史研究｣)。なお，
株式組合制企業の起源を，人民公社の形成過程において存在した，1950年
代初期の合作社に潮る，という見方もあるが（李浩然，105頁)，その合作
社にしても，革命前からの合股の組織原理を継承していたとみるべきであ
ろう。
（２）股扮合作の呼称は日本語に訳さず，そのまま用いることが少なくない。
株式合作と訳すケースが比較的多く見かけるが，多様な形態が存在するこ
ともあって適訳が難しい言葉である。本稿では，温州農村地域での企業組
織の特質を考慮して，株式組合制の訳語を充てることにする。
一般的には株式組合制企業は次のように理解されている。「株式制を組
合制に組み込んだものであり，結合という点においては，株式制は資金の
結合であり，組合制は労働の結合であり，株式組合制とは「労資両方の相
結合」である。分配面では株式制は資本に応じた分配，組合制は労働に応
じた分配である……株主の権利として１人１票制をとる」（金永生主編，
101頁)。
温州の出身者であり，温州農村地域の経済研究の第一人者である，張仁
寿は，温州地域における株式組合制企業について，資本，労働など異なる
所有者に属する生産要素を集中して統一使用し，利益を均等化し，危険は
分担するという組織原理のもと，完全に独立採算，損益自己負担の経済実
体と定義を下し，自己集資，自己経営，リスク分担を経営上の特質とみな
す。遊休資金を資本金として吸収し，効率的な企業組織へ転換し，集団制
企業とみなされることにより，社会主義の原理に抵触しない，というメリ
ットがある。張仁寿によれば，参加者の責任や結びつきかたなどによっ
て，合懸企業と合股企業とに分けられる。合懸企業は，企業規模が小さ
く，参加者が口頭で協議して経営を行ない，一般に完全な平等権を有し，
所有権と経営権とは融合し，債務に対しては無限責任である。これに対し
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て合股企業は，規模は大きく，一株一票だが，出資額，株数は異なり，諸
権利は株数によって決まる。所有権と経営・管理権は分離し，株主は持株
数に応じて有限責任である。一部では理事会，従業員代表大会の場で，工
場長が選出される。株主の大部分は親戚，友人だが，一般向けの株は日増
しに重要性を増しており，地縁，血縁の原始的な紐帯，束縛から近代的な
企業へ転化する過程にある（張仁寿，李紅，1990,63頁)。
この区別は，日本の合名会社，合資会社の区別に対応している。本論で
明らかにされるように，多くの株式組合制企業は実質上合資会社に相当す
ると思われる。
（３）多様な形態が存在する故に，研究者，政策担当者それぞれによる類型化
は一様ではない。農業部が郷鎮企業の管理担当者向けに編纂した教材で
は，「個人経営，私営，共同経営企業｣，「郷村集団企業改造型｣，「社区株
式組合制」の三つに区分している（農業部郷鎮企業局編1998,35頁)。ま
た，紀尽善主編1997では，農村，都市集団，国有小規模に大別し，さらに
農村については，社区型と企業型に分け，温州を始め各地の特徴にもふれ
ている。一般的には企業型は温州の他に安徽省阜陽，山東省潜博で典型的
にみられる。企業型は社区型に比較して，より株式企業としての性質を持
つ，と言われている。社区型は広州市天河区と深〃１１市宝安県横崗鎮の村級
股がモデルとなっている。なお，邦語による研究として社区型について，
周小薇2001が取り上げている。
（４）意思決定機構としての理事会，最高権力機構としての株主総会が果たす
役割の大きさ，そもそも開催されているのか，企業によって大きな差があ
ると思われる。規模の小さいところでは，株式組合制企業を名乗っている
ものの，株主は兄弟のみ，理事長を小さい娘にしているようなところさえ
あった（菊池1997,73頁)。
コーポレートガバナンスの理論の枠組みに即して，理事会，株主総会の
設置が法的に義務づけられることで，株式組合制企業の経営に効果的な影
響を及ぼす，とみなす見解もあるが（葛立成，解力平2000)，どれだけの
企業がそう言えるのか不明である。
（５）温州市政府レヴェルの公式統計では，株式組合制企業に関わるデータを
公表していない。これは，所有制の範囑のなかで株式組合制企業が単独に
は扱われていないことに由来すると思われる。なお95年度に実施された，
第３次の工業調査においては温州市，農村工業生産額457億元のうち，個
人・私営企業による分が35％，合作経営32.5％，郷弁24.7％，村弁7.8％
となっている（『温州日報｣，９７年１月23日)。また，「温州統計年鑑1998』
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では，工業総生産額の所有制別構成比を，国有，町営，村営，合作，個人
など八つの範檮に区分し，うち都市･農村の合作は80年の3.5％から97年に
は22.7％に上昇している。同じく個人経営は0.4％から34.8％に増大して
いる（温州統計年鑑編纂委員会1998,25頁)。
（６）イデオロギー上の決着と言っても，所有制，経営上の問題が全て解決し
たわけではなかった。筆者等が93年に現地で調査を行った際にも，関連部
門の責任者から経済体制改革を巡って微妙な問題が存在し，調査，研究に
おいても全面的にオープンではない，と釘をさされる体験をした。
（本稿は文部科学省，科学研究費補助金基礎研究（Ｂ）（平成14年度）代表法
政大学法学部太田勝供教授，研究課題，「中国の市場経済化と国家の変容一党
と国家の制度改革と機能転換に関する調査研究一」の成果の一部をなす）
参考文献（株式組合制の理論，及び中国全般の状況を扱った文献については最
小限にとどめる。なお，特に重要な新聞記事も収録した）
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ＴｈｅＲｏｌｅｏｆＬｏｃａｌＧｏｖｅｒｎｍｅｎｔｉｎｔｈｅＧrowthofPrivate 
Enterprises:TheCaseofWenzhouDistrictinChinａ(2) 
ＭｉｃｈｉｋｉＫＩＫＵＣＨＩ 
《Abstract》
Thispapercontinuesadiscussion,beguninapreviousissueofthis 
journal,ofnoteworthyprivate-enterprisedevelopmentsinapredomi‐ 
nantlyruralsectionofcontemporaryChina、
InvillageareasofthedistrictofWenzhouinsouthernZhUjiang,the 
latterhalfofthel980swascharacterisedbytheappearanceofenter‐ 
prisesblendingelementsofjointstockcompaniesandco-operative 
unions:businessesthatcanaptlybetermedshareholdingco-operatives 
Theirforerunnerswerebusinesscombines（合股:ｉｎJapanese,goko）of
aformspecifictosocialistChina 
Theseorganisationsoperatedunderprinciplesthatcanbedescribed 
asfollows,Toestablishaprofit-makingenterprise,prospectivepartici‐ 
pantsmadecontributionsoflabourcapacity，monetaryaid，land，or 
technicalexpertise・Ｔｈeseresourceswerethenpooledandassessedas
shares，withresultingprofitstobedistributedamongmembersin 
accordancewｉｔｈｔｈｅｎｕｍｂｅｒｏｆｓｈａｒｅｓｈｅｌｄｂｙｅａｃｈWithinChinese 
socialismasitwasaｔｔｈｅｔｉｍｅ,capitalownershipandprivateincome 
weretaboosubjects；nonetheless，theshareholdingco-operativesof 
Wenzhousucceededinwinninglegalstatus，duetothecircumstances 
thatenterpriseswerejointlyownedbyallparticipants,andthatall 
shareholderstookpartinthelabourinvolvedWithinChinaａｓａｗｈｏｌｅ， 
theregionalgovernmentofWenzhoupioneeredinfurtheringsuchnew 
developments，foritissuedlocallawslegalisingshareholdingco‐ 
operatives 
Bytheearlyl990s,shareholdingco-operativeenterprisesweresetting 
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thetoneforregionaleconomicdevelopment・However，asthedecade
drewtoaclose,thecentralgovernmenthadaltereditsstance,andwas 
activelyfosteringthejoint-stocksystemFurther,asenterprisesgrew， 
thenumbersofshareholdersalsoincreased，sothatdecision-making 
andotherprocessescouldnolongerbedirectlyimplemented;thus,ｂｉｔ 
ｂｙｂｉｔ，theshareholdingco-operativesgraduallylostmuchoftheir 
originalsignificance.Ａsaninevitableresultofthistrend,therelation 
shipsofprivateenterprisesandregionaladministrativealsobeganto 
undergosignificantchange． 
